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常滑市保育の必要性の認定に関する条例施行規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

 

令和７年10月１日 

 

常滑市長 伊 藤 辰 矢  

 

常滑市規則第49号 

 

常滑市保育の必要性の認定に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 

常滑市保育の必要性の認定に関する条例施行規則（平成27年常滑市規則第３

号）の一部を次のように改正する。 

別表備考第３項を次のように改める。 

  ３ 次の表に掲げる世帯区分に該当する場合（Ａ階層及びＢ階層に該当す

る世帯を除く。）は、当該世帯区分に応じてそれぞれ同表に定める保育

料等の額とする。この場合において、複数の世帯区分に該当するときは、

保育料等の額が少なくなるものを小学校就学前子どもごとに適用する。 

世帯区分 保育料等の額 

(１) 当該年度分の市町村民税の

うちの所得割の額が57,700円未

満の世帯 

保護者と生計を一にする子どもの

うち、年齢の高い者から１番目、

２番目と数え、２番目の者は２分

の１の額とし、３番目以降の者は

無料とする。 

(２) 当該年度分の市町村民税の

うちの所得割の額が57,700円以

上の世帯 

保護者と生計を一にする小学校就

学前子どものうち、年齢の高い者

から入所１番目、入所２番目と数

え、入所２番目の者は２分の１の

額とし、入所３番目以降の者は無

料とする。 

(３) 身体障害者手帳、療育手帳

又は精神障害者保健福祉手帳の

交付を受けた者のいる世帯 

Ｃ階層からＤ３階層（当該年度分

の市町村民税のうちの所得割の額

が77,101円未満の世帯に限る。）

までの世帯は、(１)の数え方で１

番目の者は２分の１の額（9,000円

を超えるときは9,000円）とし、２

番目以降の者は無料とする。 

(４) 保護者が母子及び父子並び

に寡婦福祉法（昭和39年法律第

ア Ｃ階層からＤ３階層（当該年

度分の市町村民税のうちの所得
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129号）による配偶者のない者で

ある世帯 

割の額が 77,101円未満の世帯に

限る。）までの世帯は、(１)の

数え方で１番目の者は２分の１

の額（ 9,000円を超えるときは

9,000円）とし、２番目以降の者

は無料とする。 

イ Ｄ３階層（当該年度分の市町

村民税のうちの所得割の額が

77,101円以上の世帯に限る。）

以上の世帯は、(２)の数え方で

入所１番目の者は２分の１の額

とし、入所２番目の者は４分の

１の額とし、入所３番目以降の

者は無料とする。 

(５) 年度当初において養育する

18歳未満の児童が２人以上いる

世帯 

 

ア Ｃ階層からＤ３階層までの世

帯は、当該児童のうち年齢の高

い者から２番目以降の者は無料

とする。 

イ Ｄ４階層からＤ６階層までの

世帯は、当該児童のうち年齢の

高い者から２番目以降の者であ

って、(２)の数え方で入所１番

目及び入所２番目の者は２分の

１の額とし、入所３番目以降の

者は無料とする。 

(６) 年度当初において養育する

18歳未満の児童が３人（15歳以

上18歳未満の児童２人以上を含

む。）以上いる世帯 

ア Ｃ階層からＤ３階層までの世

帯は、当該児童のうち年齢の高

い者から３番目以降の者は無料

とする。 

イ Ｄ４階層からＤ６階層までの

世帯は、当該児童のうち年齢の

高い者から３番目以降の者であ

って、(２)の数え方で入所１番

目の者は２分の１の額とし、入

所２番目の者は４分の１の額と

し、入所３番目以降の者は無料

とする。 

(７) 年度当初において養育する

中学生以下の児童が３人以上い

当該児童のうち年齢の高い者から

３番目以降の者は無料とする。 
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る世帯  

別表中備考第４項を削り、備考第５項を備考第４項とし、備考第６項を備考

第５項とする。 

 様式第１号、様式第１号の２、様式第６号及び様式第８号から様式第10号ま

でを次のように改める。 
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第１号の２（第４条の２関係） 
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様式第６号（第９条関係） 
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様式第８号（第10条関係） 

 

 



11 

様式第９号（第11条関係） 
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様式第10号（第12条関係） 

 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 


